
高松市地域防災計画の修正について

（概要）

高松市総務局危機管理課

（高松市防災会議）



高松市地域防災計画は、本市における防災・減災対策の基本方針であり、国や県における防

災・減災対策の検討に伴う災害対策基本法等の改正や本市の実情を踏まえ、適宜、見直しを

行い、大規模災害への対応の充実を図るものとする。

「高松市地域防災計画」見直しの基本方針

【令和８年３月施行】

・香川県地域防災計画の見直し（令和７年２月）等を踏まえた修正

・香川県地震・津波被害想定の公表（令和７年７月・９月）に伴う修正

・南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直し（令和７年７月）を踏まえた修正

・南海トラフ地震臨時情報（調査中）発表時の対応について

・その他の修正

【令和８年出水期施行】

・防災気象情報の変更に伴う修正

具体的な見直し方針

令和７年度高松市地域防災計画の見直し方針
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【参考】高松市地域防災計画のつくり

第１章 総則

高松市地域防災計画（一般対策編）

第２章 災害予防計画

第３章 災害応急対策計画

第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画
※地震対策編、津波対策編のみ

第５章 災害復旧・復興計画

第４章 受援計画

目的、防災ビジョン等、８節で構成

要配慮者対策計画等、３３節で構成

活動体制計画等、３９節で構成

人的支援、物的支援等、５節で構成

復旧・復興に伴う財政措置等、４節で構成

南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応等、
８節で構成



１.香川県地域防災計画の見直し等
を踏まえた修正
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香川県地域防災計画（令和７年２月修正）の見直し等を踏まえた修正

4

（１）防災基本計画の修正を踏まえた大規模災害への対応の充実

① 被災地の情報収集及び進入方策

② 自治体支援

③ 避難所運営

④ 物資調達・輸送

⑤ その他

（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

① 水害対策の強化

② 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援

③ 関連する法令の改正を踏まえた修正

（３）能登半島地震の課題を踏まえた香川県の防災対策の拡充

① 水道施設の老朽化・地震対策

② 課題への対応
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【参考】防災基本計画修正（令和６年６月）の概要

（
参
照
：
内
閣
府
資
料
）



① 被災地の情報収集及び進入方策
＜無人航空機、衛星インターネット等の活用【一般対策編P59・全編共通】＞

6

２ 指定避難所においては、あらかじめ、必要な機能を整理し、次の資機材等の整備や防

災行政無線等を活用した情報収集・伝達手段の確保に努めます。

・貯水槽、給水タンク、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベッド

・非常用電源、ガス設備

・テレビ・ラジオ等災害情報の入手に必要な機器

・衛星通信を活用したインターネット機器等の通信機器

・要配慮者に配慮した避難の実施に必要な施設・設備

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



① 被災地の情報収集及び進入方策
＜無人航空機等の活用【一般対策編P64・全編共通】＞

7

また、外部支援の時期や孤立するおそれがある地域の地理的条件や過去の災害等も踏ま

えて、輸送方法等の輸送体制の整備を図るとともに、特に、交通の途絶等により地域が孤

立した場合でも救援物資の緊急輸送が可能となるよう、無人航空機等の輸送手段の確保に

努めるものとします。その際、燃料不足により支障が生じることのないよう、必要な燃料

供給等について、あらかじめ協定を締結するなど、関係業界の協力を得て調達体制の確保

を図ります。なお、平時から、訓練等を通じて、運送手段等の確認を行うとともに、協定

を締結した民間事業者等の災害時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるものとし

ます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



① 被災地の情報収集及び進入方策
＜道路管理者と生活インフラ事業者との連携強化【一般対策編P226・全編共通】＞

8

復興計画の迅速かつ的確な作成と遂行のための体制整備（地方公共団体間の連携、国と

の連携、広域調整）を行うとともに、被災後に早期かつ的確に市街地復興計画を策定でき

るよう、復興事前準備の取組を推進するものとします。

道路管理者及び上下水道、電力、通信等のインフラ事業者は、道路と生活インフラの連

携した復旧が行えるよう、関係機関との連携体制の整備・強化を図るものとします。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



② 自治体支援
＜応援職員等の宿泊場所として活用可能な施設やスペース等のリスト化【一般対策編P45・
全編共通】＞

9

５ 災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び防災関係機関から

応援を受けることができるよう、応援計画や受援計画の策定に努め、応援先・受援先の

指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体

制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に

ついて必要な準備を整えるものとします。また、応援職員等の宿泊場所の確保が困難と

なる場合も想定して、応援職員等に対して紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空き

スペース、仮設拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所として、活用可能な施設等

のリスト化に努めます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



③ 避難所運営
＜パーテーション、簡易ベット等の避難所開設当初からの設置・より快適なトイレの設置

への配慮【一般対策編P158・全編共通】＞

10

(2) 指定避難所の運営に当たっては、良好な生活環境を確保するため、避難所開設当初

からパーティションや簡易ベッドを設置するよう努めるほか、照明、換気、食事供

与の状況、より快適なトイレの設置に配慮するとともに、発災直後からの衛生的な

トイレ環境の維持に努め、また、各種情報の伝達に留意するものとします。

（略）

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

修正



③ 避難所運営
＜動物との同行避難【一般対策編P82・全編共通】＞

11

本市は、飼い主とともに避難してきた家庭動物について、動物愛護や動物由来感染症等

の観点から適正飼養できる環境づくりに向けて、また、被災者支援等の観点からあらかじ

め家庭動物との同行避難者を受け入れられる施設を選定や受入方法等についての住民への

周知、指定避難所での受入れや飼育管理方法等の体制整備に努めるとともに、獣医師会や

動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努めるものとします。

また、家庭動物との同行避難訓練を実施するよう努めます。

加えて、家庭動物の飼養に関する特有のニーズに配慮するよう努めます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



③ 避難所運営
＜動物との同行避難【一般対策編P157・全編共通】＞

12

指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず

適切に受け入れることとします。また、指定緊急避難場所や避難所に家庭動物と同行避難

した被災者について、適切に受け入れるとともに、避難所等における家庭動物の受入状況

を含む避難状況等の把握に努めます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



④ 物資調達・輸送
＜物資拠点の効率的な運営【一般対策編P145・全編共通】＞

13

第４ 輸送拠点等の確保

緊急物資、救援物資等の輸送を円滑に行うため、県は一次（広域）物資拠点等を、

市は二次（地域）物資拠点を開設するとともに、その周知徹底を図るものとします。

さらに、県は一次（広域）物資拠点等の、本市は二次（地域）物資拠点の効率的な運

営を図るため、速やかに、運営に必要な人員や資機材等を運送事業者等と連携して確

保するよう努めるものとします。また、ヘリコプターによる緊急輸送のため、市は臨

時ヘリポートの確保を行い、県は場外離着陸場の情報管理を行うものとします。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



⑤ その他
＜自然災害伝承碑を通じた過去の教訓を伝承する取組みの明確化【一般対策編P77・全編

共通】＞

14

第８ 災害教訓の伝承

住民は自ら災害教訓の伝承に努めるものとします。

過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、災害教訓

の伝承の重要性について啓発を行うほか、大災害に関する調査分析結果や各種資料を

広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう地図

情報その他の方法により公開に努め、住民が災害教訓を伝承する取組を支援するもの

とします。また、県、防災関係機関等と相互に連携して、災害に関する石碑やモニュ

メント等の自然災害伝承碑が持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めるものとし

ます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（１）防災基本計画の修正を踏まえた災害対応の充実・強化

追加



① 水害対策の強化
＜道路のアンダーパス冠水等を踏まえた対策の強化【一般対策編P33・全編共通】＞

15

８ 出水期前には予想危険箇所のパトロールを強化して維持補修に努め、側溝、雨水排水

枡の清掃（国、県、市の管理者へ連絡依頼します）、暗渠等の呑口が埋没しないよう掘

削や橋台、石積及び河川に関連のある路側石積の洗堀防止（根固工等の施工）に努めま

す。

また、出水期に流出、埋没のおそれがある橋りょう、暗渠に対し連絡、通報並びに警

戒を地元消防団等に依頼するものとします。

９ アンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等

を推進します。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

追加



② 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
＜自治体、保健師、福祉関係者等の間で連携した状況把握の実施【一般対策編P59・全編

共通】＞

16

４ 保健師、福祉関係者、NPO等の様々な主体が地域の実情に応じて実施している状況把

握の取組を円滑に行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うとともに、状況

把握が必要な対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらか

じめ、検討するよう努めるものとします。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

追加



② 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
＜在宅・車中泊避難者に対する支援等【一般対策編P59・全編共通】＞

17

５ 在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難とな

る場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやすい場所に

在宅避難者等の支援のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を検討す

るよう努めるものとします。

６ やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あらかじめ、

地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中泊避難者

の支援方策を検討するよう努めるものとします。その際、車中泊を行うに当たっての健

康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとします。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

追加



② 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
＜感染症等発生時の連携【一般対策編P61・全編共通】＞

18

自宅療養者等の被災に備えて、災害発生前から保健所と防災担当部局は連携し、新型イ

ンフルエンザ等感染症等（指定感染症及び新感染症を含む。）発生時においては、ハザー

ドマップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努める

ものとします。また、防災担当部局との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具

体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向

けた情報を提供するよう努めるものとします。これらのことが円滑に行えるよう新型イン

フルエンザ等感染症等発生前から関係機関との調整に努めるものとします。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

追加



③ 関連する法令の改正を踏まえた修正
＜医療法の改正に伴う災害支援ナースの充実・強化【一般対策編P142・全編共通】＞

19

２ 医療救護班及び広域医療救護班

直轄医療班のみで十分に医療救護活動ができない場合には、高松市内３医師会連合会

等に医療救護班の派遣を依頼し、状況に応じて、県に災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、災害支援ナース、香川県医師会災害医療チー

ム（ＪＭＡＴ香川）、日赤救護班や広域医療救護班の派遣の要請を行います。

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や広域医療救護班は、県が県医療救護計画に基づき

派遣します。（県が必要に応じて、ＤＭＡＴ指定医療機関、ＤＰＡＴ登録医療機関、災

害支援ナース協定締結施設、香川県医師会、日本赤十字社香川県支部、四国厚生支局、

香川大学医学部附属病院などに派遣要請をします。なお、特に必要な場合には、自衛隊

等に要請します。）

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（２）最近の施策の進展等を踏まえて修正

追加



① 水道施設の老朽化・地震対策
＜浄化槽の災害対策の強化【一般対策編P170・全編共通】＞

20

３ 被災した産業廃棄物処理施設の被害状況等について把握し、必要に応じて他の都道府

県や関係団体と連携を取り、広域的処理を含め、産業廃棄物の処理が適正に行われるよ

う事業者に対し調整及び指導監督を行います。

４ 災害発生時における浄化槽の対応について、浄化槽管理者である住宅等の所有者に自

ら点検する方法などを周知するほか、浄化槽の応急対策や復旧についての関係団体との

連携を強化します。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（３）能登半島地震の課題を踏まえた香川県の防災対策の拡充

追加



① 水道施設の老朽化・地震対策
＜災害時等応急用井戸の登録の推進【一般対策編P164・全編共通】＞

21

３ 飲料水が汚染したと認められるときは、当該飲料水を供給する施設の管理者は、速や

かに給水の停止、水質検査、関係者への周知等の必要な措置をとるとともに、汚染原因

の特定、除去及び浄化等を行い、早期の給水再開に努めます。

４ 災害時等における私有井戸の井戸水の有効活用を図るため、災害時等応急用井戸の登

録を推進するなど、生活用水の確保に努めます。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（３）能登半島地震の課題を踏まえた香川県の防災対策の拡充

追加



② 課題への対応
＜自主防災組織と企業との連携強化【一般対策編P79・全編共通】＞

22

第２ 事業所の自衛消防組織等

（略）

事業所は、従業員、利用者等の安全を守り、地域に災害が拡大することのないよう

的確な防災活動を実施するために、消防設備や防災設備等の整備・充実を図るととも

に、自衛消防組織等の充実・強化を図るものとし、災害時には、関係地域の自主防災

組織と連携を図りながら、事業所及び地域の安全確保に努めるものとします。

事業所と自主防災組織の協力連携を進めるため、地域防災協定の締結を促進するも

のとする。

香川県地域防災計画の見直し等を踏まえた修正
（３）能登半島地震の課題を踏まえた香川県の防災対策の拡充

追加



２.香川県地震・津波被害想定の公
表に伴う修正

23



香川県地震・津波被害想定の公表
（令和７年７月・９月）に伴う修正【３月施行】

24

高松市物的被害・人的被害等想定（香川県地震・津波被害想定（第二次公表）より作成）

推計

R７公表 H２６公表 R７公表 H２６公表 R７公表 H２６公表 R７公表 H２６公表

①揺れ 棟数 5,400 4,500 100 50 3,700 5,300 1,200 470

②液状化 棟数 1,400 850 1,100 780 990 1,100 650 760

③津波 棟数 890 380 * 10 - - - -

④急傾斜地崩壊 棟数 10 40 0 * 10 30 10 10

⑤地震火災 棟数 290 390 40 * 220 390 100 *

棟数 8,000 6,100 1,200 840 4,900 6,800 2,000 1,200

①建物倒壊 人 310 270 * * 210 320 70 30

　うち屋内収容物移動・転倒、屋内落下物 人 20 40 * * 20 50 * *

②津波 人 1,100 910 20 * - - - -

③急傾斜地崩壊 人 * * 0 * * * * *

④火災 人 * * 0 * * * * *

⑤ブロック塀等被害※ 人 * * * * * * * *

⑥災害関連死 人 450～900 - 40～80 - 200～400 - 80～160 -

人 最大2,300 1,200 最大100 * 最大610 330 最大230 30

①建物倒壊 人 4,800 4,200 620 360 3,500 4,100 1,500 940

　うち屋内収容物移動・転倒、屋内落下物 人 490 580 130 10 400 600 250 10

②津波 人 790 400 30 * - - - -

③急傾斜地崩壊 人 * * 0 * * * * *

④火災 人 * * 0 * * * * *

⑤ブロック塀等被害※ 人 * * * * * * * *

人 5,600 4,600 650 360 3,500 4,100 1,500 940

生活へ

の影響
避難所避難者数（当日・１日後） 人 73,000 43,000 6,000 13,000 15,000 11,000 6,700 1,800

６強 ６強 ６弱 ６弱 7 ６強 ６強 ６強

（注）*：わずかにある　-：推計していない

南海トラフ地震

（L2）

南海トラフ地震

（L1）
中央構造線断層帯 長尾断層帯

最大震度

人的被害（負傷者）合計

建物被害（全壊・焼失）合計

被害想定項目

（

全

壊

・

焼

失

）

建

物

被

害

人的被害（死者）合計

（

死

者

数

）

人

的

被

害

（

負

傷

者

数

）

人

的

被

害



① 香川県地震・津波被害想定（第一次公表）
＜地震動予測結果【地震対策編P14・全編共通】＞

25

３ 地震動予測結果

(1) 想定地震１：南海トラフ地震（最大クラス）【第一次公表】

・震度は、５強～６強になると予測されました。

・分布図では、沿岸部・平野中央部を中心に震度６強、広い範囲で震度６弱です。

(2) 想定地震２：南海トラフ地震（発生頻度の高い）【第一次公表】

・震度は、５弱～６弱になると予測されました。

・分布図では、市街地等の一部で震度６弱、広い範囲で震度５強です。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



① 香川県地震・津波被害想定（第一次公表）
＜地震動予測結果【地震対策編P15・全編共通】＞

26

 (3) 想定地震３：中央構造線断層帯で発生する地震【第一次公表】

・震度は、５強～７になると予測されました。

・分布図では、内陸部を中心に震度６強、広い範囲で震度６弱です。

  (4) 想定地震４：長尾断層帯で発生する地震【第一次公表】

・震度は、５弱～６強になると予測されました。

・分布図では、長尾断層に近いごく一部で震度６強、広い範囲で震度６弱です。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



① 香川県地震・津波被害想定（第一次公表）
＜津波等予測結果【地震対策編P15・全編共通】＞

27

 ４ 津波等予測結果

(1) 想定地震１：南海トラフ地震（最大クラス）【第一次公表】

・地震発生直後の海面に±２０cmの変動が主要な港で最も早く生じるのは、高松港

（生島地区）で約１０分となりました。以下、高松港（朝日地区）で約１６分、高松

港（玉藻地区）で約１７分などとなりました。

・最高津波水位（最高津波波高＋地盤沈降量＋朔望平均満潮位）は、約４．２ｍ主要

な港での最高津波水位は約４．０ｍ（牟礼港）となりました。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



① 香川県地震・津波被害想定（第一次公表）
＜津波等予測結果【地震対策編P15・全編共通】＞

28

 ・浸水面積（河川等部分を除いた陸域部の浸水深１cm以上）は、市全体で約２，０１３ha

となりました。このうち、浸水深１～２ｍが約５３６ha、２～３mが約７４ha、３ｍ～４ｍ

が約４ha、４ｍ以上が約１haです。

・避難できなくなる恐れのある浸水の深さ（３０cm）の到達時間が最も早いのは、木太

町、香西東町や郷東町等の一部地域で０～１０分未満となりました。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



① 香川県地震・津波被害想定（第一次公表）
＜津波等予測結果【地震対策編P16・全編共通】＞

29

 (2) 想定地震２：南海トラフ地震（発生頻度の高い）【第一次公表】

・最高津波水位（津波波高＋地盤沈降量＋朔望平均満潮位）は、約３．１ｍとなりま

した。

・浸水面積（河川等部分を除いた陸域部の浸水深１cm以上）は、市全体で約１９６ha

であり、このうち、浸水深１ｍ～２ｍが約２２ha、２ｍ以上が約２haです。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



② 香川県地震・津波被害想定（第二次公表）
＜被害予測結果【地震対策編P17・全編共通】＞

30

(1) 想定地震１：南海トラフ地震（最大クラス）【第二次公表】

・本市での全壊棟数は、約８，０００棟と予測されています。

・本市での死者数は、最大約２，３００人、負傷者数は、約５，６００人と予測されて

います。

(2) 想定地震２：南海トラフ地震（発生頻度の高い）【第二次公表】

・本市での全壊棟数は、約１，２００棟と予測されます。

・本市での死者数は、最大約１００人、負傷者数は約６５０人と予測されています。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



② 香川県地震・津波被害想定（第二次公表）
＜被害予測結果【地震対策編P16・全編共通】＞

31

(3) 想定地震３：中央構造線断層帯で発生する地震【第二次公表】

・本市での全壊棟数は、約４，９００棟と予測されています。

・本市での死者数は、最大約６１０人、負傷者数は、約３，５００人と予測されていま

す。

(4) 想定地震４：長尾断層帯で発生する地震【第二次公表】

・本市での全壊棟数は、約２，０００棟と予測されています。

・本市での死者数は、最大約２３０人、負傷者数１，５００人と予測されています。

香川県地震・津波被害想定の公表に伴う修正

修正



３.南海トラフ地震防災対策推進基
本計画の見直しを踏まえた修正

32



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第５節 第４ 意識の普及・啓発【地震対策編P226・津波対策編共通】＞

33

第４ 意識の普及・啓発

本市は、地域住民等が、「自分の命は自らが守る」という早期避難への意識を持

ち、その意識を持続的に共有し、津波襲来時に円滑かつ迅速な避難を行うことができ

るよう次の方策により周知を行う。

・香川大学、自主防災組織等と連携し、地域住民等に対する津波からの避難に関す

る意識の啓発

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

追加



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第５節 第５ 消防活動及び水防活動【地震対策編P226・津波対策編共通】＞

34

１ 消防活動

津波からの円滑な避難の確保等のため、次の事項についてあらかじめ消防体制を整備

しておくものとします。なお、平素から、地域住民による自主防災組織の育成・指導を

行うとともに、消防機関の活動体制及び消防相互応援体制等の整備充実を図るものとし

ます。

消防団に関し、女性や若者等の消防団への入団促進等による消防団員の確保をはじめ、

車両・資機材等の更新を含めた更なる充実やデジタル技術活用の加速化、実践的かつ効

果的な教育・訓練の充実、自主防災組織等の多様な主体と連携強化等を図るものとしま

す。

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

追加



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正
＜第５節 第６ 水道、電気、ガス、通信、放送関係【地震対策編P227・津波対策編共

通】＞

35

２ 電気

本市は、津波警報等の伝達や避難時の照明の確保等に加え、避難所等で熱中症対策

に重要であることを踏まえ、優先的に電力を必要とする重要施設をあらかじめ選定し、

電気事業者との共有に努めるものとします。また、電気事業者は、火災等の二次災害

防止に必要な利用者によるブレーカーの開放等の措置に関する広報、災害応急活動拠

点等への電力供給のための体制確保、優先復旧に必要な措置を実施するものとします。

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第７節 防災訓練に関する事項【地震対策編P233・津波対策編共通】＞

36

第７節 防災訓練に関する事項

本市は、地震発生から津波襲来までの円滑な津波避難のための災害応急対策を中

心とし、大規模な地震を想定した訓練を、１１月５日の津波防災の日に津波避難訓

練を実施するなど、少なくとも、年１回以上実施するよう努めます。

本市は、自主防災組織等の参加を得て訓練を行う場合には、県に対し、必要に応

じて助言と指導を求めるものとします。

本市は、県、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のようなより具体的

かつ実践的な訓練を行います。

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第１ 市職員に対する教育①【地震対策編P233・津波対策編共通】＞

37

本市は、職員等に対し、地震防災上果たすべき役割等に相応した教育を実施するものと

し、その内容は次の事項を含むものとします。

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき行う措置の内容

２ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識

３ 地震・津波に関する一般的な知識

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第１ 市職員に対する教育②【地震対策編P233・津波対策編共通】＞

38

４ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発生し

た場合に具体的にとるべき行動に関する知識

５ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発生し

た場合に職員等が果たすべき役割

６ 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識

７ 今後地震対策として取り組む必要のある課題

８ 家庭内での地震防災対策の内容

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第２ 市民等に対する教育①【地震対策編P233・津波対策編共通】＞

39

１ 本市は、関係機関と協力して、ハザードマップの作成・見直し・周知、ワークショッ

プの開催、防災訓練等の機会を通じて、東日本大震災の教訓や過去に発生した東南海・

南海地震等による被害の状況や、今後の南海トラフ地震による想定される被害、南海ト

ラフ地震に係る防災意識の普及・啓発を地域の実態に応じて、地域単位、職場単位等で

行うことに努めるとともに、地域住民等が津波からの避難をはじめとして、国から指示

が発せられた場合等に的確な判断に基づいた行動ができるよう市民等に対する教育・広

報を実施するものとします。

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第２ 市民等に対する教育②【地震対策編P233・津波対策編共通】＞

40

なお、実践的な教育・広報のために、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地

域の実情に合わせたより具体的な手法により、実践的な教育を行うとともに、自助努力を

促し地域防災力の向上を図ることにも留意します。

(1)  南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき行う措置の内容

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識

(3) 地震・津波に関する一般的な知識

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第２ 市民等に対する教育③【地震対策編P234・津波対策編共通】＞

41

(4) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発

生した場合における出火防止、初期消火及び自動車の運転者に対する自動車運行の自

粛等防災上とるべき行動に関する知識

(5) 正確な情報の入手方法

(6) 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

(7) 各地域における避難対象地区、土砂災害警戒区域等に関する知識

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



南海トラフ地震防災対策推進計画作成例の変更を踏まえた修正

＜第８節 第２ 市民等に対する教育④【地震対策編P234・津波対策編共通】＞
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(8) 各地域における避難場所及び避難路に関する知識

(9) 避難生活に関する知識

(10) 市民が実施しうる最低でも３日間分、可能な限り１週間分程度の生活必需品の備蓄、

家具の固定、出火防止、ブロック塀の倒壊防止等の平素からの対策及び災害発生時にお

ける応急措置の内容や実施方法

(11) 住居の耐震診断と必要な耐震改修の実施

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえた修正

修正



４.南海トラフ地震臨時情報（調査
中）発表時の対応について
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南海トラフ地震臨時情報（調査中）発表時の対応
＜南海トラフ地震臨時情報の伝達等【地震対策編P217・津波対策編共通】＞
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また、「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」発表時には、関係部局は参集し、防災関

係機関と連携して情報収集に努めるとともに、広報が必要な事項について周知します。な

お、本市域内において、地震対策編 第３章「災害応急対策計画」第２節「活動体制計画」

に定める動員基準による災害が発生した場合、本部長（市長）は迅速かつ円滑な災害応急

対策を実施するため、必要に応じ職員の動員配備を行います。

南海トラフ地震臨時情報（調査中）発表時の対応について

修正



５.その他の修正
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高松市災害対策本部の組織・分掌事務
＜本部事務局及び各部の分掌事務【一般対策編P82・全編共通】＞
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５ 本部事務局及び各部の分掌事務

本部事務局及び各部の分掌事務は、次のとおりとします。

なお、本部事務局各班においては、各分掌事務に関する状況把握、情報収集及び伝

達に関する事務を主として、実施し、各部へ対応を指示することとし、これらの本部

業務における発災情報等の管理については、デジタルツールを積極的に活用し、これ

らの運用により災害対策の円滑な遂行に努めます。

また、機構改革等により変更があった場合は、本部長は本部の編成等を変更するこ

とができます。

(1) 本部事務局分掌事務

本部事務局各班の分掌事務を以下のとおり定めます。通信障害等によりデジタル

ツールの使用が困難な場合は、紙媒体等の代替手段により運用します。

（略）

その他の修正

修正



６. 防災気象情報の変更に伴う修正
について

47



48

令和８年５月末より、新しい防災気象情報の運用を開始される。本市地域防災計画に

おいても、防災気象情報の変更に伴い、修正を行う。

なお、防災気象情報の変更に伴う高松市地域防災計画の修正については、気象庁より

示された内容を基に、修正を行う。

防災気象情報の変更に伴う修正【出水期施行】

大雨浸水
低地の浸水や

小さな河川の氾濫

河川氾濫
１級河川などの
大きな河川の氾濫

土砂災害
急傾斜地のかけ崩れや

土石流

高潮
海水面の上昇や高波に

よる浸水

住民が
とるべき行動

５
レベル５

大雨特別警報
レベル５

氾濫特別警報
レベル５

土砂災害特別警報
レベル５

高潮特別警報
命の危険
直ちに安全確保！

＜警戒レベル４までに危険な場所から かならず避難！＞

４
レベル４

大雨危険警報
レベル４

氾濫危険警報
レベル４

土砂災害危険警報
レベル４

高潮危険警報
危険な場所から全員避難

３
レベル３
大雨警報

レベル３
氾濫警報

レベル３
土砂災害警報

レベル３
高潮警報

避難に時間を要する人は早めに避難、避
難の準備など

２
レベル２
大雨注意報

レベル２
氾濫注意報

レベル２
土砂災害注意報

レベル２
高潮注意報

避難行動を確認（避難場所や避難ルート、
避難のタイミングなど）

１ 早期注意情報 災害への心構えを高める

上図については、高松地方気象台からの資料を基に作成。
情報名称等の最終決定については、法制度などとの関係も踏まえ、気象庁・国土交通省が行う。
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